
  伊達市(以下「甲」という。)と　伊達市電設業協議会(以下「乙」という。)とは､地震､その他

大規模な災害が発生したとき、又その恐れがあるときの災害応急対策業務の支援に関し

次のとおり協定を締結する｡

　(目的)

第1条　この協定は、地震、大雨等の異常な天然現象及び予期できない災害(以下「地震等

  災害」という｡)が発生し､甲が管理する建物、道路、河川等の公共電気施設　(以下「甲が

　管理する電気施設」という｡) が被災し､若しくは､被災する恐れがある場合、乙の支援によ

　もって被害の拡大防止と被災施設の早期復旧を図ることを目的とする。

　(支援要請)

第2条　甲は、甲が管理する電気施設に地震等､災害が発生し被害の拡大が予想される等

　必要と認められるときは、乙に対し、資機材の確保提供や作業員の出動を要請することが

  できるものとする｡

  (支援の内容)

第3条  乙は､甲から前条の規定による支援要請があったときは､乙の構成員を甲の指示に

　(要請の方法)

第4条　甲は、第2条の規定に基づき、乙に対しその支援を要請するときは、次の事項を明

　らかにした文書で要請するものとする。ただし、急を要するときは､電話等の通信手段又は

　口頭により行い､その後速やかに文書を交付するものとする｡

     (1) 地震等災害の状況

     (2) 甲が管理する電気施設の被災状況

     (3) 必要とする資機材、物資等の品目及び数量

     (4) 必要とする職種別人員

     (5) 応急対策の場所及び経路

     (6) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項

　(支援体制の整備)

   確保している資機材の状況について毎年4月末日までに甲に対して報告するものとする｡

災害時における応急対策業務の支援に関する協定

　る建設機械､資材及び労力の確保並びにその動員(以下 「支援 」という｡)方法を定め、

  基づき甲が管理する電気施設の応急対策業務に当たらせるものとする｡

第5条　乙は、前条の規定により支援の要請を受けたときは、速やかに必要な資機材､人員

  を確保し支援体制を整え、甲の指示に基づき応急対策業務の支援に当たるものとする｡

　2.　乙はこの協定に基づく応急対策業務の支援のために出動させることができる人員及び



　（報告）

　(第三者の損害)

　(協議)

　(経費負担)

　(有効期間)

　上記協定の証として本書2通を作成し、当事者記名押印の上、各自1通を保有する。

平成 31年1月15日

甲　住所 福島県伊達市保原町字舟橋180番地

伊達市長

乙　住所 福島県伊達市保原町字宮下43

伊達市電設業協議会

会　長

第6条　乙は応急対策業務の支援を行ったときは、甲に対し作業日誌により報告するものと

　　する｡ ただし､ 文書作成の余裕がないときは、口頭で報告し、その後速やかに文書を提

　　出するものとする。

第7条　業務の実施に伴い、甲、乙双方の責に帰さない事由により、第三者に損害を及ぼし

　た場合、乙はその事実の発生後遅滞なく、その状況を書面により甲に報告し、その処置に

　ついて、甲、乙協議して定めるものとする。

第8条　この協定に定めのない事項、又はこの協定について疑義が生じたときは、その都度

　甲、乙協議して定めるものとする。

第9条　この協定に基づく応急対策業務の支援に要した費用は、甲が負担するものとし､必要

   に応じ甲､乙協議のうえ工事請負契約を締結する｡

　2.　経費の算出方法については、当該災害発生の直前における当該地域の価格を参考

　　とし甲､乙協議して定めるものとする。

  (補償)

第10条　乙はこの協定に基づいて応急対策業務の支援に従事した者（以下「従事者」という）

　　が応急対策において負傷し、若しくは疾病にかかり、又死亡したときの災害補償について

　　は、原則として、従事者の使用者の責任において行うものとする。

　(情報の提供)

第11条　乙は、その業務において得た地震等災害による被害状況について、積極的に甲に

   情報提供するものとする｡

第12条　この協定の有効期間は・協定締結の日から平成31年３月31日までとする。

　　ただし、期間満了の日の30日前までに、甲又は乙から相手方に対し、別段の意思表示

　　がないときは、更に1年間継続するものとし、以後この例による。

須 田  博 行

斎 藤  和 夫


